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1．ま え がき 2．業務停止期間の 定量化

　近 年，日本 の 企業は 市場の 動向に 迅速に 対応す るた め ，

ま た在庫 コ ス トを削 減 す る ため に，部 品 の 在庫 を少 なく

し，ジャ ス ト・イ ン ・タ イム に よ る調達
・生産 ・

販売シ

ス テ ム に シ フ ト し て きて い る．そ の た め，災 害後 に 事 業

を再開す る に は ，自社の 復 旧の 他 に サ プ ライ チ ェ
ー

ン で

結 ば れ て い る他 社 の 復 旧が 必要 と な る．

　また，こ の よ うなサ プ ライ チ ェ
ーン に依 存 した操業形

態 を有す る企業 の 事業継続 を考 え る 上 で は，企 業 の 物 的

損 失 の み な らず，取 引 先の 操業停止 とい っ た外部 で 発生

す る 事 象 に よる 企 業 活 動 の 中断 に 伴 う損 失 の 評 価 が 重 要

で あ る．

　そ こ で ， 筆者 らは サ プ ラ イチ ェ
ー

ン の 業務停止 期 間 に

関す る確率論的 リス ク評価手法を 提案す る と とも に，複

数 の 拠点が サ プ ライ チ ェ
ーン で 結ばれ て い る企 業 の 業務

停 止 期 間 を 減少 させ る た め の 代 替 手段 につ い て 検 討 を加

え て きた
1）．同手 法 は，被災度に 応 じ た業務停止 期間を

拠 点 毎 に 設 定 し，各 拠 点の 確率論的な リス ク評価結果を

基 に業務停止 期間と年超過確率の 関係 を求 め るも の で あ

る．なお，同 手法 で は，業 務 停 止 期 間 は通 常状態 （平時

の 供給量が 確保 され る状態） に復 旧 ・復 元 す るま での 期

間 と して い る．

　とこ ろで ，事業 継続の た め には 必ず しも通 常状態の 供

給 量 を確 保 す る必 要 は な く，事 業継続 に 必 要 な最 低 限 の

供 給 量 さえ 確保 で きれ ば 良い 場 合 もある．すな わ ち，必

要供 給 量 を 考慮 し て 業務停止 期 間 を設 定す る こ とが，事

業継続を考 え る 上 で 重 要 とな る．

　本研究で は 以上 を鑑 み，供給量 を 変 数 と した リス ク 評

価 の 枠 組 み を提 案す る とともに，同手法をモ デル 企 業 に

適用 して 供給量 と業務 停止 期 間 との 関係 を 検討す る ．

　筆者 らは ， 複 数施 設 を有す る企 業の 地 震 リ ス ク マ ネジ

メ ン トを対象 と し て，ポートフ ォ リオの 地震 リス ク評価

手 法 を構 築
・提 案 して き た

2＞．同手 法 は 膨 大 な数 の シ ナ

リ オ 地 震 （以 下 ，イ ベ ン ト） 毎 に，個 々 の 建物 の 損 失 の

和 と し て ポー
トフ ォ リオ の 損失を求 め る もの で あ る．こ

の リス ク評 価 手 法 を拡張 し，複数拠点を有する サ プ ラ イ

チ ェー
ン の 業務停止 期間の リス ク評 価 手法 を提案 す る，

（1）個 々の拠点 の業 務停 止 期間

　イ ベ ン トi に よ る 拠 点 ノの 業 務停止 期 間 t
ノ（
i）は，複数

の 限 界 状 態に 対す る業務停止 期間脈 σ）の 条件付 期 待値

と し て 次式 で求 め る．

　 　 　 　 む

　 t
、
（i）・Σ【PStの ・t

、．、  1　 　 　 　 　 　 （1）
　 　 　 　 k＝0

こ こ に，PSk の は，　 tj，t の に 対 応 した 条件付 確 率，　 k は

被 害 程 度 を表 す 変 数 で，k ＝0．…，4 は，無被害，小 破，
中 破，大 破，倒壊 に そ れ ぞれ 対 応 す る ．なお，p丿， の に

つ い て は ，当該 拠 点の フ ラ ジ リテ ィ 曲線 よ り求め る．

（2｝サ プライチ ェ
ー

ン の 業務停止 期間

　一
方，サ プ ラ イ チ ェ

ーン の 業 務停 止 期 間 tStr（i）は ，
個 々 の 拠 点の 被 害程 度 を分岐 と した イ ベ ン トツ リ

ーの 期

待値 として 次式 で 求 め る．

　 tsc（i）＝Σf［Pl（i）】・9 【t，（’）】　　　　　　　　 （2）
　 　 　 　 　 t＝1

こ こ に，1はイ ベ ン トツ リ
ー

の エ ン ドブ ラ ン チ を表す変

数，N は 総 ブ ラ ン チ 数 で あ る．　 t
，（i｝はエ ン ドブ ラ ン チ 1

N 工工
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にお け るサ プ ライ チ ェ
ー

ン を構 成す る拠 点の 業務停止 期

間 tj
」の か らな る ベ ク トル ，　 p，の は t

，（i）に対 応 した条件

付確率の ベ ク トル で あ る．

　f［
’
］はエ ン ドブ ラン チ ’が 生 じる 条件 付 確 率 で ， Pi（i）

の 関数 として 次式で 定義す る．

　　 f【Pl（り】＝PISI　xP2 ．ll　x …　xPn ．勧　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

こ こ に，n は サプ ラ イチ ェ
ー

ン を構成する拠 点 数で あ る．

　
一

方 ，g［・］は 当該エ ン ドブ ラ ン チ に 対 す る サ プ ライ チ

ェ
ー

ン の 業務停止期 間 で ， ti（i）の 関数 と して 表 され ， そ

の 関 数形 は，サ プ ラ イ チ ェ
ー

ン の 組 合せ を基 に設 定 され

る．本 研 究 で は，直列 系 で は各 拠 点の 業務停止期 間の 最

大値を，並 列 系で は 最小 値 を取 る．
　 イベ ン トに対す る業務 停 止期 間 の 評 価の 概念を 図 1 に

示す ．また，提 案す る業務停止 期 間 の リス ク評価 の 手順

，を図 2 に 示す．な お，リス クカーブを求め る際に 不確 実

性 を考慮す るた め，地 震動強度や建物強度等を確率変数

と した モ ン テ カル ロ シ ミ ュ レ ーシ ョ ン を援 用 す る．

（3）供 給 fiと業 務停 止 期 間 の 関 係付 け

　通常時の 供給量 に対する必 要供 給 量 の 比 （供 給 量 比）

を 賑 とす る．ま た ， 通 常 時 の 供 給 量 に お け る業務停止

期間を塩  と し，必要供給 量 に お け る 業 務 停 止 期 間

t
」」（i）と廓σ）の 比 （業務 停 止 期 間 比 ） を rn とす る．こ

の と き，（rA」 ，rT．k ）＝（O，e）＝（1，1） を満 た す 関数 と し て，次

式 を考 え る．

　 rr．、 − r4
、

a−＝）’s

　 　 　 　 　 　 　 　 （4）

こ こ に， x は 関 数 の 形 状 を 規 定 す る変 数 で ，0 ≦ x ≦1の

値を取 る．x に 応 じた 関数 の 振 る舞 い を図 3 に示 す．
x ＝0．5 で あれ ば rn は 悔 に 比 例 し，　 x ＝1．0 で あれ ば 半

開区間 （0』 に お い て rr
」
＝LO で あ る．ま た，　 x ＝0．0 で あ

れ ば半開 区間 【O，1）にお い て ru ＝O．O で ある．

　以 上 よ り，業務停止 期間触 （りは供給量 比 を変 数 と し

て 次式 で 表す こ ととす る，

’
、，（’）一’呈，（’）・ rL

、

a−＝）’：
（5）

て｝（・｝・

建物 1の 業務停止期聞 建物 の業務停止期聞

　　　　て｝（・）式
損 傷確 串

　　　　て｝〔・）・
損傷確 串

図 1　 業 務停 止期 間の 評価の 概念
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図 2　業務停止 期 間の リス ク評 価 の 手 順
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3．サプ ラ イ チ ェ
ーン へ の 適用試算

（1）サ プライ チ ェ
ー

ン の 設定

　こ こ で は ，　 「さい た ま市」 ，　 「横浜 市 （2 箇所）」 ，
「千葉市」 の 計 4 拠 点 か らな るサ プ ライ チ ェ

ー
ン を有す

るモ デル 企業 を想 定 し た．各拠 点 の 位置 とそ れ らの 連 結

性 を 図 4， 図 5 にそれ ぞ れ 示す．各拠点の 耐震性能 と業

務停止 期 間 に つ い て は ，既往文献
3× 4）

を参照 して 表 1 の

よ うに設 定 した．

表 1　 フ ラジ リテ ィ 曲線 の 特性値と業務停止 期間

フ ラジ リテ ィ曲線の 特性 値
被謇

レベ ル 中央値 （cm 斛 S） 対 数標 準偏 差

通常時供 給 量に

対する業務停止

　 期間 （日 ｝

小 破 200 0、4 3

中破 600 0、4 15

大磯 1000 0、4 60

倒壌 1400 0．4 180

N 工工
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図 4 サプ ライ チ ェ
ー

ン の 拠点の 配置

横浜 1

さい たま 干 葉

横浜 2

図 5　サ プ ライチ ェ
ー

ン の 連結性

（2）地 震 活動 モ デル の 設 定

　地 震 活動 域 モ デル につ い て は，建築物荷重指針
S）
を参

照 して 設 定 し た ．距離減衰 式 に つ い て は ， Annaka ＆

Yashiroeを参 照 し，以下 の 安中式を採用 した．

　 且oga ＝0，61ル1 ＋ 0．00501h−2．20310g（d）＋1，377
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （6）
　　　d ＝　△1＋ 045hi ＋ 0，22exp（O．699M ）

こ こ に，a は最 大加 速度 （cm ！S！s），△ は 震 央距離 （  ），
h は 震源深 さ （  ）， M は マ グ ニ チ ュ

ー
ドであ る．距離

減 衰 式 の 対数標 準偏 差は，自然対数で 0．5 と設 定 した．
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図 6　感度解 析 結果 ：全拠 点 を 対 象 と した場 合

（3）感度解析結 果 ：全 拠点 を 対象 と した場 合

　全拠 点に お い て
一

様に 業務停止期 間が変 動す る もの と

して ， 表 2 に 示す よ うな検討ケ
ー

ス を設 定 し た．

　ケ
ー

ス 1・1 は 基本 ケース と して 設 定 した．ケ
ー

ス 1−2

は被 害 が 小 さい 場 合に 供給が 容易な （業務 停 止 期 間 が短

くな る） ケ
ース で あ り，ケース 1−3 は被害が 大きい 場合

に供給が 容 易 な ケース であ る．なお，供給量比 rA は 0．5
か ら LO まで 0．置刻 み で 設 定 した．

　得 られ た リス クカ
ーブを図 6 に 示 す．同 図 中の 太 実線

は ，従 来 の 検討 結果 に 相 当す る も の で あ り，ケ
ース 1。1

が 示 すよ うに，供給量 比 rA が小 さ くな る に従 い 全体的に

リス ク が低減 す る．

　こ れ に対 し， ケース ト2 では 高頻度一短期間の リス ク に，
ケース 1−3 で は低頻度一長期間の リス ク に低減 が見 られ る．

これ は 業務 停 止 期 間 に 寄与す る損傷モ
ードが異な るた め

で あ り，表 2 で 設 定 した被 害 モ ードと変 数 x の 関係 に 対

して 調 和 的で あ る．

表 2 検討ケ
ー

ス （全拠点を対象 と した場合 ）

変数 X の値 （全 拠 点共 通）

検討 ケース

小破 中破 大破 倒壊

ケ
ー

ス 1−1O ．5 0．5 O．5 0．5

ケ
ー

ス 1−20 、4 0．5 0．7 1、0
ケ
ー

ス 1−3 1．0 0．7 0．5 0．4

（4》感度解析結果 ：
一部 の 拠点 を対象 と した場 合

　個別 の 拠 点の 業務停止 期間が変動す る もの と して ， 表

3 に示 す検 討 ケ
ー

ス を設 定 した．

　 ケ
ー

ス 2・1 は 基本 ケース と して設 定 した．ケ
ー

ス 2−2

は 直列 系 を構成す る 「さい たま 」 に つ い て ，ケース 2−3

は 並 列 系 を構 成 す る 「横 浜 1」 につ い て 業務停止 期間を

変動 させ た．供 給 量比 rA は O．5で
一定 と し た．

　得 られ た リス クカーブを図 7 に示 す，同図中の 太実線

は ，r
．
　＝x ＝O．S と した とき の もの （基本 ケース ） に相 当

す る．な お，ケ
ー

ス 2−1 につ い て は，他 の 供 給 量比 rA に

つ い て の リス クカーブ も併 記 して い る．

　 ケ
ー

ス 2−2 が示 す よ うに，直列 系拠 点 はサ プ ライ チ ェ

ーン 全 体 の リス ク に 大き く影響 し，　 「さい た ま」 の よ う

な地 震危険度が相対的 に 小 さい 地 点の 変動で も，リス ク

カーブにそ の 影響 が現れ る．

　一方，ケ
ース 2−3 に 見 られ るよ うに，並列系拠点の影

響 は小 さい ，

表 3 検討ケ
ー

ス （
一
部の 拠点 を 対象 と した場 合 ）

変数 X の 値 （全被 害 モ ード共通 ）
検討ケース

さい たま 横浜 1 横浜 2 千葉

ケ ース 2−10 ．5 0．5 0．5 O．5

ケ
ー

ス 2−20 ．41 ．00 、5 0．5 O．5

ケ
ー

ス 2−3 0、50 ．41 ．00 、5 O．5
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図 8 　供給 量 比 と業務停 止 リス ク との 関係

4，供給量比 が業務停止 リス クに与える影響

　 こ こ で は，ケース 1−1〜且一3 の リ ス ク カ
ーブを基 に ，供

給量比 がサ プ ライ チ ェ
ー

ン の 業 務停止 リス クに 与え る影

響を 検討す る．な お，業務停止 リ ス ク と し て，所 与の 再

現期間 （年超 過確 率 の 逆 数 ） に対 応す る業務停止 期間を

採用 す る．

　各 リス ク値 を表 4 に，供 給量 比 と業務停止期間比 との

関 係を図 8 に ，そ れ ぞれ 示 す．図 8 か らは ，再 現 期 間

475 年 で は小 破 〜 中破 の 寄与が あ る程度大 き い こ とか ら，
ケ
ー

ス 1−2 の 方が ケ
ース 1−3 よ りも リス ク 低減効果 が 高

い ．一
方，再 現期 間 1000 年で は 倒壊 の 寄 与 が支配 的 で あ

る た め，ケース 1−3 は 3 ケース の 中で最もリス ク低減効

果 が 高 くな っ て い る．

表 4　 業務停 止 リス ク

再現期間 475 年 再現 期間 1000年供給量

　比 1−11 −21 ・31 −11 曹21 −3

0．56 ．988 ．059 ．2723 ．8538 ．3922 ．96
0．68 、389 ．1810 ．3128 ．6240 ．4527 、68
0．79 ．7710 ．391 ↑．2933 ．3942 ．3532 ．49
0、811 ．1711 ．6112 ．2438 ．1644 ．2037 ．43
0．912 ．5712 ．7813 ．0842 ．9345 ．9842 、50
1．O13 ．9613 ．9613 ．9647 ．7047 ．7047 ．70

5．まとめ

　本研 究 で は，供給量 を変数 と して サ プ ライ チ ェ
ー

ン の

業務停 止期間を定 量的 に 算出す る方法 を提 案 し，そ の リ

ス クカ
ーブ を示 した．ま た，直列 系 ・並 列 系 で 連 結 され

て い るサ プ ライ チ ェ
ーン に 対 して 試算を行 うと ともに，

供給量 が業務停 止 リス クに 与 える影響 を検討 した ．
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